
（平成２５年１０月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件



九州（宮崎）国民年金 事案 2700 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年４月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、国民年金第３号被保険者期間であったが重複して納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から 53年８月まで 

          ② 昭和 61年４月から同年 12月まで 

私は、昭和 49 年４月に結婚し、私の元夫の実家があるＡ町に居住してい

たが、結婚後数か月たった頃から集金に来ていた婦人会の班長を通じ、区

費や水道料金と一緒に国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申

立期間①の納付記録が無いので記録を訂正してほしい。 

また、申立期間②については、昭和 61 年４月から国民年金第３号被保険

者期間とされているが、62 年１月に厚生年金保険に加入するまで納付組織

の集金により保険料を納付していたと思うので調査してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、９か月と短期間であるとともに、申立期間②の直

前までの国民年金保険料は納付済みである。 

  また、オンライン記録によると、申立人の国民年金被保険者期間のうち

昭和 58 年 10 月１日以降の期間については、当初、強制加入被保険者（昭

和 61 年４月以降の期間においては国民年金第１号被保険者）と記録されて

いたことが確認できるところ、ⅰ）申立人の元夫が 61 年１月 13 日付けで

厚生年金保険に加入したことによる強制加入被保険者から任意加入被保険

者への変更が、同日に遡って同年 10 月 17 日に処理されていること、ⅱ）

国民年金第３号被保険者資格の取得に係る処理は、61 年４月１日を資格取

得日として同年 10 月 31 日に行われていることが確認できることなどから、

申立期間②の始期において、申立人の国民年金被保険者種別は第１号被保

険者とされていた状況がうかがえる。 

  

  



これらの事情から判断すると、申立人の申立期間②に係る昭和 61 年度の

納付書が作成されていた可能性が高いと考えられる上、Ａ町は、当時の納

付組織では、納付組織の支部長がそれぞれの支部の保険料を取りまとめ、

納付書と一緒に金融機関で納付していた旨回答していることを踏まえると、

申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付組織の集金により納付した可

能性を否定できない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、昭和 49 年４月に結婚後、数か月たった

頃から、集金に来ていた婦人会の班長を通じ、保険料を納付していたと主

張している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番

号払出簿により、申立期間より後の昭和 53 年 10月 12日に払い出されてい

ることが確認できる。 

また、申立人に係るＡ町の国民年金被保険者名簿により、申立人は昭和

53 年９月 21 日に国民年金の任意加入被保険者の資格を取得していること

が確認できることから、申立期間①は未加入期間であり、制度上、当該期

間の保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、昭和 49 年４月以降の期間について国民年金手帳記号番号払出簿

を確認しても、申立人に別の記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

国民年金第３号被保険者期間で納付を要しなかった申立期間②の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 4848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）Ｂ事業所に

おける資格取得日に係る記録を昭和 23 年７月 21 日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年７月 21日から同年８月２日まで 

私は、昭和 13 年にＡ社に入社し、53 年 12 月に退職するまで継続して勤

務していた。 

しかしながら、Ａ社Ｄ事業所から、同社Ｂ事業所に転勤となった頃の期

間が、厚生年金保険被保険者期間とされていないので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険被保険者記録、Ｃ社が提出した職員台帳及び同社の

回答から判断すると、申立人は申立期間において、Ａ社に継続して勤務し

（Ａ社Ｄ事業所から同社Ｂ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、前述の職員台帳には、申立人が昭和 23 年７月

20 日にＡ社Ｂ事業所に異動したことが記載されているが、同社Ｄ事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できる申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日は同年７月 21 日となっていることから、同日とする

ことが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 23 年８月の記録から、600 円とす

ることが妥当である。 

  



 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｃ社は、当時の資料が無いため不明と回答しており、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金  事案 4849 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 47年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月 30日から同年５月１日まで 

 私の厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、申

立期間においてＡ社から同社の親会社であるＢ社へ異動した際の被保険者

記録が確認できない。 

 申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録並びにＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により、申立期間における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる元

上司及び同僚二人の供述から判断すると、申立人がＡ社及び同社の関連会社

であるＢ社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、申立期間において、Ａ社からＢ社に異動した複

数の同僚（前述の同僚二人を含む。）が、いずれも異動先のＢ社において昭

和 47 年５月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることから、同日

とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

  



履行については、商業登記簿謄本によると、Ａ社は既に解散しており、当時

の事業主と連絡が取れず回答が得られないものの、事業主が昭和 47 年５月１

日を資格喪失日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（宮崎）厚生年金 事案 4850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格取得日に係る記録を昭和 47 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年７月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 47 年２月にＣ社に入社した後、会社組織の再編に伴って、Ａ

社に転籍し、同年９月に退職するまで継続して勤務していたにもかかわら

ず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及びＢ社からの回答から判断すると、申立人がＣ

社及びＡ社に継続して勤務し（昭和 47 年７月１日に、Ｃ社からＡ社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 9,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明として

いるものの、Ｄ厚生年金基金における申立人の資格取得日が社会保険事務所

の記録と一致する昭和 47 年８月１日となっており、社会保険事務所及び同厚

生年金基金の双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、

事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  



九州（大分）国民年金 事案 2701 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49年８月から 53年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 53年 12月まで 

年金事務所に厚生年金保険の老齢年金を請求した際、国民年金保険料を

一度も納付していない記録になっていることが分かった。国民年金の加入

手続及び保険料の納付は全て母に任せており、申立期間が納付済期間とさ

れていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の国民年金被保険者の資格取

得日及びその処理日から、申立期間より後の昭和 61 年４月以降に払い出され

ていることが推認でき、この頃国民年金に加入したと考えられるが、その時

点で申立期間の国民年金保険料は時効により納付できない上、申立期間にお

いて、申立人に別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

また、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿からは、申立人の

申立期間に係る被保険者記録が確認できないことから、申立期間は国民年金

の未加入期間であり、申立期間に係る保険料の納付書が発行されることは無

く、申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、これらを行っていたとする申立人の母親は既に死亡して

いることから、当該加入手続及び保険料納付の状況について具体的な供述を

得ることができない。 

  加えて、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

  



九州（大分）厚生年金 事案 4851（大分厚生年金事案 1171の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 19年７月 14日から同年 10月 12日まで 

② 昭和 19年 10月 13日から同年 12月 13日まで 

③ 昭和 20年４月１日から同年５月 11日まで 

④ 昭和 20年５月 12日から同年 10月 24日まで 

⑤ 昭和 20年 10月 25日から 21年１月 22日まで 

⑥ 昭和 21年１月 23日から同年２月 20日まで 

⑦ 昭和 21年２月 21日から 23年３月１日まで 

申立期間に係るＡ社（前回の申立て時は、Ｂ社Ｃ事業所であり、現在は、

Ｄ社Ｃ事業所）の船員保険の被保険者期間について、脱退手当金が支給さ

れた記録となっているが、私は脱退手当金を請求した記憶は無く、受給も

していないので、年金記録確認第三者委員会に脱退手当金の支給済記録の

訂正を申し立てたが、記録の訂正は認められなかった。 

今回、Ｅ社Ｃ事業所（Ａ社の一部門を引き継いだ事業所）の設立日が、

昭和 25 年４月１日であることが分かった。国の記録では、申立期間より後

の 24年３月 25日から同年８月 31日までの期間について、Ｅ社Ｃ事業所に

おける厚生年金保険被保険者期間とされているが、当該期間については、

同社が設立される前の期間であるため、Ａ社に船員として継続して勤務し

ていたことになり、23 年３月１日に退職したとして脱退手当金を受給した

とは考え難いので、再度調査の上、申立期間の脱退手当金の支給済記録を

訂正してほしい。 

また、脱退手当金の支給対象期間のうち、昭和 21年２月 21日から 23年

３月１日までの期間は 25 か月であるが、13 か月として計算されていたた

め、申立期間の脱退手当金の支給額に誤りがあったとして、平成 24 年５月

24 日にその差額 222 円が厚生労働大臣から支給されたが、当該 12 か月は

  



厚生年金保険の年金額の基礎となる被保険者期間に算入されるようにして

ほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係る船員保険被保険者台

帳（以下「旧台帳」という。）に、脱退手当金の支給記録及びその支給額の

算出事跡が記載されていること、ⅱ）昭和 24 年度の厚生保険特別会計歳出

（船員勘定）の国庫金送金に係る金額氏名表に、旧台帳に記載されている脱

退手当金と同額を金融機関に送金したことが記載されていること、ⅲ）申立

期間に係る脱退手当金は厚生年金保険法及び船員保険交渉法の制定前の昭和

24 年２月 26 日に支給決定されており、申立期間における最終船舶所有者に

係る船員保険被保険者資格を喪失した後、船員保険への加入歴が無い申立人

が当該脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえないこと、ⅳ）年金

記録確認第三者委員会は、脱退手当金が支給されたか否かを踏まえて脱退手

当金の支給記録の訂正の要否を判断するものであり、脱退手当金の計算の基

礎に算入されなかった月数を保険給付の計算の基礎となる被保険者期間に算

入させるか否かを判断することはできないことなどを理由として、既に年金

記録確認大分地方第三者委員会（当時。以下「大分委員会」という。）の決

定に基づき平成 24 年４月６日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えない

とする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人のＥ社Ｃ事業所における昭和 24 年３月 25 日から

同年８月 31 日までの厚生年金保険被保険者期間は、同社の設立日（25 年４

月１日）より前の期間であるので、申立期間と同様にＡ社における被保険者

期間であり、同社に船員として継続して勤務していたことになり、23 年３月

１日に退職したとして脱退手当金を受給したとは考え難いとして、再申立て

を行っている。 

しかしながら、前回の申立て時にＢ社Ｃ事業所が提出した回答及び申立人

が提出したＣ事業所の社史（平成 13年 11 月 18日、Ｂ社Ｃ事業所発行）の写

しにより、Ｅ社Ｃ事業所が昭和 25 年４月１日に設立されたことは確認できる

ものの、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により、申立人は、24 年

３月 25 日にＡ社Ｃ事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得している

ことが確認でき、Ｅ社Ｃ事業所の設立年月日が 25 年４月１日であることを

もって、申立期間後も継続してＡ社の船員保険被保険者期間であったとは考

え難い。 

また、Ｄ社Ｃ事業所は、申立人がＡ社Ｃ事業所に在籍し、勤務を行った事

実に関する記録は保管していないと回答しており、申立人の前述の厚生年金

  



保険被保険者期間に係る勤務状況は不明である。 

さらに、Ａ社の船舶部門の後継事業所であるＦ社が保管する申立人に係る

船員保険被保険者票において、昭和 21 年 11 月１日からは「傷病員」、22 年

９月１日からは「予備」、23 年１月１日からは「傷病」と記載されている上

「23－３－１ 退職」、「３－１ 喪失」、「やむを得ない事由による脱退

手當金 23．６．24」、「23．７．７ 脱手スミ」との記載が確認できる。 

このほかに大分委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。 

 

、

  



九州（大分）厚生年金 事案 4852  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月 31日から 48年１月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ事業所に昭和 44年４月 10日から 47年 12月 31日まで継続

して勤務し、同社を退職後、Ｃ社に勤務し、その後Ｄ事業所に勤務したと

記憶している。 

しかしながら、申立期間におけるＡ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険の被

保険者期間が確認できないので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＡ社Ｂ事業所における離職日

は昭和 45年 12月 30 日であることが確認でき、当該記録は、申立人の同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）

における厚生年金保険被保険者記録と符合する上、同社に係る被保険者原票

から同被保険者記録が確認できる複数の同僚に聴取しても、申立人が当該期

間に同社に勤務していた旨の供述を得ることはできない。 

また、申立人は、申立期間はＡ社Ｂ事業所に勤務し、その後に、Ｃ社及び

Ｄ事業所に勤務したと主張しているところ、申立期間中に両事業所に係る雇

用保険の被保険者記録がそれぞれ確認でき、当該記録は、申立人のＣ社及び

Ｄ事業所に係る厚生年金保険被保険者記録と符合している上、申立人は、２

か所の事業所に同時に勤務したことは無いと供述していることを踏まえると、

申立人が申立事業所に継続して勤務していたとは考え難い。 

さらに、Ａ社Ｂ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、当時の事業主へは連絡が取れないことから、事業主の妻（当時の役員）

に照会したが、申立期間当時の資料は保管していないと供述しており、申立

  



期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関係資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



九州（大分）厚生年金 事案 4853 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年３月頃から同年 11月頃まで 

② 昭和 32年８月頃から 35年６月１日まで 

 申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務しており、申立期

間②については、Ｃ社に勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。勤務していたことは事実であるので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ｂ社は、「資料が無いため、申立人の在籍は確認

できない。」と回答しており、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により申立期間①に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる 14 人の

同僚に照会を行ったところ、回答があった 11 人全員が、「申立人のこと
お ぼ

は 憶 えていない。」と供述しているため、申立人が、Ａ社に勤務してい

たことを推認することができない。 

  また、前述の被保険者名簿では、申立期間①において申立人の厚生年金

保険の被保険者記録は確認できず、申立期間①における健康保険の整理番

号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、

申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

 

２ 申立期間②について、オンライン記録等によればＣ社は既に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主も死亡しているため、

  



申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び供述を得ることができない上、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿により申立期間②に厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる 15 人の同僚に照会を行ったところ、回答があった 10 人
お ぼ

全員が、「申立人のことは 憶 えていない。」と供述しているため、申立

人が、同社に勤務していたことを推認することができない。 

  また、申立期間②当時、申立事業所において社会保険事務を担当してい

たとする者は、「当時、社会保険に加入していたのは事務職の社員と、現

場で長期間勤務し、会社が指名した者だけであった。現場の従業員は、ほ

とんどが社会保険には加入していなかった。」と供述しており、当時、申

立事業所では、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたと

は限らない事情がうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿では、申立期間②において申立人の厚生年

金保険の被保険者記録は確認できず、申立期間②における健康保険の整理

番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、

申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



九州（熊本）厚生年金  事案 4854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年８月頃から平成５年１月１日まで 

         ② 平成５年４月２日から７年４月１日まで 

         ③ 平成 11年４月６日から 13年 12月頃まで 

私は、Ａ社に昭和 61 年８月頃に入社して、Ｂ職として各支店を異動し、

平成 13 年 12 月頃に退職するまで継続して勤務した。年金事務所に厚生年

金保険被保険者記録を照会したところ、申立期間①、②及び③について記

録が無いことが分かった。同社に継続して勤務していたことは間違いない

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②及び③については、Ｃ金融機関Ｄ支店が提出した取引明細

及びＥ金融機関Ｆ支店が提出した預金異動明細表により、Ａ社からの給与振

込が確認できることから、申立人が申立期間①から③までの期間の一部につ

いて、同社に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主は所在が不明のため、申立人の申

立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び事業主による厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料等を得ることができず、申立人

の申立期間①、②及び③に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない上、申立人の申立事業所における雇用保険の被保険

者記録は確認できない。 

 また、オンライン記録から、Ａ社における厚生年金保険被保険者記録が確

認できる複数の同僚は、厚生年金保険の加入については支店により加入基準

が異なっていたと供述していることから、同社においては必ずしも従業員の

  

  

  



勤務期間の全てについて、厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情

がうかがえる。 

  さらに、申立人の供述及びＥ金融機関Ｆ支店が提出した前述の明細表によ

り、申立期間②の大部分について、申立人は申立事業所とは別の事業所に勤

務していた状況がうかがえる。 

加えて、申立期間②及び③については、オンライン記録では、申立人の申

立事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は平成５年４月２日及

び 11 年４月６日と記録されており、オンライン記録において、当該資格の喪

失日から間もない５年５月 12日及び 11年４月 22日に健康保険被保険者証が

回収されたことを示す記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 4855 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年７月１日から 37年 10月１日まで 

 年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、申立期間の被保険者記録が無いことが分

かった。 

申立期間においてもＡ社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人が提出した勤務場所において申立期間当

時に撮影したとする写真及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から、申立期間当時において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数

の同僚の供述から判断すると、勤務の始期は特定できないものの、申立人が

同社において厚生年金保険被保険者資格を取得したと記録されている昭和 37

年 10月１日以前から勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主は所在が不明のため、申立人の申

立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況、事業主による厚生年金

保険料の控除等について確認することができない。 

また、ⅰ）Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票において厚生年金保

険の被保険者記録が確認できる複数の同僚のうち３人は、自身の厚生年金保

険の資格取得日より２年前あるいは３年前から同社に勤務していたと供述し

ていること、ⅱ）前述の同僚が、同社に勤務していたとして姓名を挙げた３

人については、同社における厚生年金保険の被保険者記録が確認できないこ

と、ⅲ）昭和 37年 10 月１日に同資格を取得している者は 27人（申立人を含

  



む。）確認できるところ、同日以前に同資格を取得している複数の同僚は、

「在職中に、20 人以上の従業員が同時に入社してきたことは無かった。」と

供述していることなどから、申立期間当時、当該事業所では、従業員の勤務

期間の全てについて厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうか

がえる。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人の厚

生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 37 年 10 月１日と記録されているこ

とが確認でき、オンライン記録と一致している上、遡って訂正されるなど不

自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

  



九州（長崎）厚生年金 事案 4856（長崎厚生年金事案 116、1056、1268及び 1301

の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 10月 17日から 40年４月 11日まで 

私は、Ａ社に勤務していた期間について、脱退手当金が支給された記録

となっていることに納得できないことから、年金記録確認長崎地方第三者

委員会（当時。以下「長崎委員会」という。）に対し、これまで申立てを

４回行ったが、年金記録の訂正は認められなかった。 

しかし、私は、脱退手当金について、請求も受給も行っていないので、

Ａ社の現在の担当者及び元同僚に再度聞き取りをした上、申立期間につい

て、脱退手当金支給の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

初回の申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係るＡ社の人事記

録上の退職金と脱退手当金の合計額が、申立人の記憶する退職金の金額と近

似することから、申立人が退職金として受け取った金額の中に脱退手当金相

当額が含まれていた可能性が否定できないこと、ⅱ）申立期間の脱退手当金

について、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 40 年７月８日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえないことなどを理由として、既

に長崎委員会の決定に基づき、平成 20年 11 月 27日付けで年金記録の訂正が

必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

その後申立人は、「退職金の中に脱退手当金相当額は含まれておらず、脱

退手当金が支給決定されたとする時期はＢ市に住んでいなかったので、脱退

手当金を受領することができなかった。」と主張して再申立てを行っている

が、ⅰ）Ａ社の回答及び申立人と同時期に当該事業所に係る厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した同僚の脱退手当金の受給状況から、事業主は代理請

求を行っていたとは考え難いものの、脱退手当金の受給申請を行うための書

  



類作成を行っていたものと推認でき、申立人が脱退手当金の請求を行ってい

たことが否定できないこと、ⅱ）当該事業所を管轄する年金事務所の回答か

ら、申立期間当時、脱退手当金の支払については、隔地払いを行っていた可

能性が有り、申立人が脱退手当金の支給決定日にＢ市に居住していなかった

としても、脱退手当金を受給することができたものと推認できることなどを

理由として、既に長崎委員会の決定に基づき、平成 23 年７月 14 日付けで年

金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

また、申立人は、「脱退手当金の請求に関する行為は一切行っていない上、

脱退手当金を隔地払いの方法でも受給していない。」と主張して３回目の申

立てを行っているところ、ⅰ）申立人と同時期にＡ社に係る厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した複数の者の脱退手当金の受給状況及び供述から、当

該事業所において脱退手当金の受給手続が行われた可能性を否定できないこ

と、ⅱ）申立人の当該事業所における被保険者資格の喪失日から３年以内に

脱退手当金の支給決定が行われている同僚４人に係る脱退手当金裁定請求書

の写しには隔地払いが行われた表示があることから、申立人の脱退手当金に

ついても、隔地払いにより支給された可能性を否定できず、当該４人の裁定

請求書の写し及び同請求書に添付されている書類の写しの筆跡等に同一性が

認められることから、当該事業所が従業員に係る裁定請求書を作成していた

状況がうかがえることなどを理由として、既に長崎委員会の決定に基づき、

平成 24 年１月 13 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通

知が行われている。 

さらに、申立人は、「Ａ社に確認したところ、脱退手当金の代理請求は

行っていない旨の回答を受けた。」として、４回目の申立てを行っていると

ころ、ⅰ）Ａ社は、申立期間当時、少なくとも従業員に係る脱退手当金の受

給申請を行うための書類作成を行っていたことを認めており、改めて確認し

ても、当時の事務の取扱いについては、長崎委員会の認識と一致しているこ

と、ⅱ）申立人が当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した

当時、脱退手当金を受給するのが一般的とも取れる慣習が当該事業所内に

あったと考えられることなどを理由として、既に長崎委員会の決定に基づき、

平成 24 年６月 28 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通

知が行われている。  

今回、申立人は、新たな資料や事情などは無いものの、「過去の申立てに

対する長崎委員会の決定に納得できない。再度、Ａ社の現在の担当者及び元

同僚に確認してほしい。」として、５回目の申立てを行っている。 

しかしながら、Ａ社の人事部担当者及び元同僚に再度聞き取りを行ったも

のの、これまでの申立人の脱退手当金の申立てに関する供述に以前と異なる

点や新たな供述は無く、ほかに長崎委員会のこれまでの決定を変更すべき新

たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を

受給していないものと認めることはできない。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 4857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険又は船員保険の被保険者とし

て厚生年金保険料又は船員保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年春頃から 34年夏頃又は秋頃まで 

私は、昭和 30 年春頃にＡ社に入社し、32 年頃まで同社の敷地内に住み

込み、Ｂ職としてＣ業務を行いながらＤ業務の手伝い等の雑務も担当して

いた。 

また、昭和 32 年にＥ資格を取得した後は、Ａ社が所有する、18 トン未

満であったと記憶するＦ船舶やＧ船舶などの船舶にＨ職として乗り組んで

いた。 

Ａ社において勤務した約４年間について、厚生年金保険又は船員保険の

いずれかに加入していたはずなので、調査してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 30 年春頃から 32 年頃までの期間について、申立

人はＡ社においてＢ職としてＣ業務などに従事した旨申し立てているとこ

ろ、申立人が提出した写真並びに健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び

船員保険被保険者名簿により、同社に係る厚生年金保険及び船員保険の被

保険者記録が確認できる複数の同僚の供述から判断すると、勤務期間の特

定はできないものの、申立人が同社においてＢ職として勤務していたこと

が推認できる。 

  しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、Ａ社に係る

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚は、「私の職種は、

Ｉ職であった。」などと供述している上、同社に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる別の複数の同僚について照会したところ、「申立人

と同職種ではなかった。」などと供述しており、当該被保険者名簿には申

  



立人の職種であるＢ職又はＣ職に該当する者は見当たらず、申立期間当時、

同社におけるＢ職又はＣ職に係る厚生年金保険の加入の取扱いが確認でき

ない。 

  また、申立人は、自身の後任としてＣ職となった者の姓名を挙げている

ところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、当

該者に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 32 年頃から 34 年夏頃又は秋頃までの期間につい

て、申立人はＡ社が所有するＦ船舶やＧ船舶などの船舶にＨ職として乗り

組んでいた旨申し立てているところ、同社が所有する船舶等に係る申立人

の具体的な記憶及び船員保険被保険者名簿により同社に係る船員保険の被

保険者記録が確認できる複数の同僚の供述から判断すると、勤務期間の特

定はできないものの、申立人が同社の所有する船舶に乗り組んでいたこと

が推認できる。 

一方、申立人は、「Ａ社に雇用された期間においては、乗り組んだ船舶

が 18 トン未満であったため、船員手帳は発行してもらえなかった。」と供

述していることから、申立人が船員として乗り組んだとする船舶（Ｆ船舶

及びＧ船舶）について国土交通省Ｊ運輸局に確認したところ、同局は、日

本船名録には船舶法により船舶原簿に登録されている総トン数 20 トン以上

の船舶が掲載されているが、申立人が乗り組んでいたとする船舶は、申立

期間を含む昭和 30 年度から 32 年度まで及び 34 年度の分（昭和 33 年度分

は保管されていない。）には掲載されていない旨回答している。 

また、当時の船員保険法第 17 条の規定において、船員法第１条に規定す

る船員として船舶所有者に使用される者は船員保険の被保険者とする旨定

められているが、当時の船員法第１条第２項第３号の規定において、総ト

ン数 30 トン未満の漁船は船員の乗り組む船舶から除外される（総トン数

30 トン未満の漁船に乗り組む船員は、船員保険の被保険者の対象とはなら

ない。）旨規定されている。 

さらに、船員保険被保険者名簿により、Ａ社に係る船員保険の被保険者

記録が確認できる複数の同僚は、自身が乗り組んだ船舶として、Ｋ船舶、

Ｌ船舶又はＭ船舶であったと供述しているところ、当該船舶については、

いずれも前述の日本船名録に掲載された船舶であることが確認できる。一

方、当該同僚のうち一人が、同社の事業主が保有する小型の船舶（申立人

が乗り組んだ船舶と同一かどうかは不明）に乗り組んでいた者として姓及

び生まれ年を挙げている同僚について、同社に係る船員保険被保険者名簿

を確認しても、これに該当する者の船員保険の被保険者記録は確認できな

い。 

 

  



３ 申立人は、申立期間当時に同僚と撮影したとする写真を提出し、申立期

間においてＡ社に勤務していたことから、厚生年金保険又は船員保険のい

ずれかに加入していた旨申し立てているが、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及び船員保険被保険者名簿により、同社に係る厚生年金保険及び船

員保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚に申立人が提出した写真に

掲載されている９人（申立人を除く。）について確認したところ、４人に

ついては姓名が特定できたものの、そのうち１人は同社に係る厚生年金保

険及び船員保険の被保険者記録のいずれも確認できない。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険及び船員保険の適用事業所ではなく

なっており、事業主及び当時の社会保険事務担当者も既に死亡しているこ

とから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除をうかがわせ

る関連資料を得ることはできない。 

  さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び船員保険被

保険者名簿を確認しても、申立人に係る被保険者記録は見当たらず、整理

番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿により確認できる者のうち、一

人について「Ｎ事業所」（Ａ社と同一所在地）という名称の事業所におい

て船員保険の被保険者記録が確認できたことから、同事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿及び船員保険被保険者名簿を確認したが、申

立人に係る被保険者記録は見当たらず、整理番号に欠番は見当たらない。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料又は船員保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険又は船員保険の被保険者として申立期間に係る厚生

年金保険料又は船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

 

 

  




